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査読研究ノート

中堅完成車メーカーの協力会組織分析
―マツダと三菱自の系列取引構造―

佐伯�　靖雄*

要旨
本稿の目的は，中国地方に立地する中堅完成車メーカーのマツダと三菱自・水島
製作所が組織する協力会の構造を分析し，その特徴を明らかにすることである．分
析の結果明らかになったのは以下の諸点である．第 1に，両社の全国規模の協力会
組織は主要な直接取引先で組織されているに過ぎず，決して系列と呼べるような統
御・調整の対象企業ばかりによる集合体ではないことである．第 2に，協力会組織
内部において両社の統御・調整が及びうる系列企業の実態は，相対的に企業規模が
小さい地場企業に限定されることである．言い換えると，マツダと三菱自は，最終
製品の差別化に決定的インパクトを与えうるような高付加価値型の部品を供給でき
る企業を系列内（そして中国地方の域内）に持たないということである．そして第
3に，両社の中国地方の調達先企業の多くは，完成車メーカーの主力工場が広島県
と岡山県とで隣接しているにも拘わらず，少なくとも直接取引の観点では相互に排
他的な取引に終始しており，企業規模拡大の機会を十分に活かしていないことであ
る．この点は，中国地方の今後の地域経済を考える上で大きな課題として認識して
おくべきであろう．
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1 ．はじめに

本研究の目的は，中国地方に立地する中堅完成車メーカー 2社，すなわちマツダと三菱自動

車工業（以下，三菱自）が組織する協力会の構造を分析し，その特徴を明らかにすることであ

る．塩見［1985］は協力会組織の抽象的特徴として，「単一の生産管理機能によって作動する

システムの最外周縁
4 4 4 4

を確定する 1」という表現を用いているが，これを援用して本研究では協

力会組織のことを，中核企業がその生産管理機能をつうじて一定の統御・調整を与えうる，資

本・人的資源・取引のいずれかあるいはこれらの組み合わせに基づく企業間結合の束と定義す
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る．一般的に，いわゆる“系列”と呼ばれる企業間関係はこれを指すことが多い．

両社の協力会組織に着目する理由は，第 1に，わが国の上位完成車メーカーであるトヨタや

日産ほど強固な部品供給網を構築しなかった両社が，これまでどのような調達先企業と取引す

ることで一定の競争力を構築してきたのかという企業間取引レベルでの実態を解明するためで

ある．そして第 2に，中国地方の今後の地域経済を考える際に両社の地場企業との取引の動向

が大きな意味を持つからである．

中国地方は中部並びに関東に次ぐ第 3の自動車工業集積規模を誇ってきたが，生産台数実績

において近年九州からの猛追を受け，その地位が脅かされている 2．九州がトヨタや日産の国

内分工場中心の集積であるのに較べて，中国地方のマツダと三菱自・水島製作所の工場は主力

生産拠点である．両社は長年輸出比率の相対的に高い企業であったが，近年になって海外生産

比率を急速に高めており，中長期的に見ると国内生産能力の余剰，それによる空洞化が危惧さ

れる．自動車工業は総合加工組立型の典型であり，産業内外への経済波及効果が極めて大きい

ことから 3，中国地方での自動車工業の衰退は，中国地方及びその近隣地域の工業に甚大な被

害をもたらすことになるだろう．したがってまずこの地域における企業間取引の実態を整理し，

その特徴と課題を明示化する意義は大きいのである．

2．わが国自動車工業における協力会組織の諸研究

（ 1 ）協力会組織の編成原理と今日的課題

自動車産業における中核企業（完成車メーカー）と調達先企業（サプライヤー）との関係性

は，1980年代に無視できないほどの国際競争力をつけてきたわが国の自動車産業固有の優位性

を説明する 1つのサブシステムとして，Womack et al.［1990］や Clark and Fujimoto［1991］

といった諸研究において分析されてきた．しかしながら，これらはサプライヤー・システムと

して中核企業とサプライヤーとの生産補完機能とその構造にもっぱら関心が置かれてきたため，

サプライヤー側の組織化のあり方について言及されることは少なかった．それゆえ中山［2004］

が指摘するように，「直接的な部品取引構造と対応して，…（中略）…協力会組織構造ならび

にその組織運営に立ち入った研究については意外なほど少ない 4」のである．むしろ協力会の

位置づけについては，わが国の下請制研究の派生分野である系列論において積極的に議論され

てきた．例えば清成・下川編［1992］では，「『系列』も概念として必ずしも明確になっている

わけではない…（中略）…企業間関係において『系列』が用いられる場合，人・資本・取引上

のつながりをさして用いられることが多い…（中略）…最も重要なコアは，特定大規模企業と

の取引を通ずる密接な関係の存在 5」としている．この特定大規模企業の取引先が組織化され

たものとして，協力会の存在がクローズアップされたのである．

そもそも自動車産業における協力会とは，浅沼［1997］が「日本の自動車メーカーの周りに
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は，その自動車メーカーに対して長期的に取引関係を保っている一群の企業が見いだされ，そ

れらは，多くの場合，供給先の自動車メーカーに対する協力会を組織して，そのメンバーと

なっている 6」と述べるように，長期継続取引を念頭に置いたサプライヤーの組織のことである．

また浅沼は，この関係性によって組織されるサプライヤーが欧米で使われるサブコントラク

ター（subcontractor）の概念とは明確に異なる存在である点を強調する．浅沼の指摘には，

協力会に属する企業群は，中核企業との間に市場取引を単にくり返すだけの存在ではないとい

うことが強調されている．また中山［2004］では，協力会のあり方とは「自動車メーカーにとっ

ては取引先に対する指導・育成・強化・コミュニケーションの場として，また，協力会メン

バーにとっては市場が競合する場合には，相互研鑽の場として，また市場が競合しない限りに

おいてはその多くは自己研鑽の場として 7」機能するものだとされる．

しかしながら注意すべきは，完成車メーカーはこれら自社と長期継続取引関係を構築する協

力会組織の企業だけから部品を調達するわけではないし，また同時に協力会組織に加盟する企

業の全てが自社系列というわけでもない点である（浅沼［1997］，山田［1999］，中山［2004］）．

また，協力会組織の加盟企業の顔ぶれも決して安定的だとは限らない．例えば山田［1999］は，

協力会への加盟企業の残存期間を従属変数とするコックス回帰分析を行うことで，トヨタ系の

協力会だけが他の完成車メーカーの協力会と較べて残存率が高いことを明らかにした．このこ

とはつまり，国内大手の日産系を含む，大多数の協力会において加盟企業の入退場は恒常的に

存在したということである．

また今日においては，協力会組織の存在意義が問われるような事態が続いている．中山

［2004］は，1990年代に入ってから完成車メーカー側の要因として，オープン購買志向の浸透，

グローバル調達の必要性増大により，協力会組織が弱体化していると警告している．また岩城

［2013］は，とりわけ中国地方のサプライヤー側の要因として，彼らがカーエレクトロニクス

関連部品の開発・生産において従来技術の延長線上では対応しきれない現状を懸念している．

以上の先行研究の整理から言えることは，現在のわが国自動車産業における協力会組織のプ

レゼンスは徐々に低下しており，その有効性を改めて問い直す時期に来ている点にある．端的

に言うと，現在の協力会組織には，完成車メーカーからの統御・調整の影響力に濃淡があると

いうことである．そのときにより重要視されるのは，中核企業の真のパートナーたりうる系列

企業の存在であるが，その範疇は正確に規定し認識しておかねばなるまい．つまり，徐々に形

骸化しつつある外形としての協力会組織の内部に，中核企業にとって共に競争力の構築を推進

する意思と能力がある本質的な系列企業を見いだすことが重要になる．求められるのは，今日

の競争力構築に寄与するような協力会組織の新たな編成論理である．

（ 2 ） マツダと三菱自の協力会組織形成略史

ここでは，本研究が直接の分析対象とするマツダと三菱自の協力会がどのようにして形成さ
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れてきたのか，そして協力会組織をカウンターパートとしながら，完成車メーカー側がどのよ

うに取引先を育成してきたのかを確認しておこう．ここでの歴史分析は，協力会組織の根源的

な存立意義を確認するために必要な手続きである．なおここで取り上げるのは，ユニット単位

で取引される機能部品や加工部品の調達先で構成される協力会（三菱自は部会単位）のみであ

る．マツダと三菱自はいずれも設備や材料・資材関係の協力会（及び部会）を別個に組織して

いるが，加盟企業数が多いこと，日常的な生産連関に直結すること，取引範囲に一定の地域性

が見られることから，本研究の分析対象としては機能部品と加工部品の協力会のみを取り上げ

るのが妥当と判断した．

ⅰ）マツダ東友会，洋光会の形成過程

まずマツダからであるが，社名変更前の東洋工業株式会社時代に編纂された社史，すなわち

東洋工業株式会社五十年史編纂委員会が1972年に出版した『1920-1970東洋工業五十年史：沿

革編』をもとに整理する 8．戦前の東洋工業では内製を重視し，外注比率を極力抑えようとし

てきたが，戦後は生産規模の増大に伴いこの方針を転換した．しかしながら，「外注依存度が

50%をこえるようになり，外注品目も多様化するにおよんで，協力工場の技術水準が直接的

に製品の品質や原価に大きく影響するようになり，外注管理の強化が重要な問題になってき

た 9」のである．その後，東洋工業では協力工場のとりわけ品質管理能力向上に資するような

講習会を開催したり，また1957年には東洋工業の購買課に外注係が設置されたりしたことで，

協力工場は直接的な管理対象になっていったのである．

その主たる受け皿となったのが，1952年に設立され現在も組織が残る「東友会」である．当

初は機械・鈑金部門の一次取引先20社で始まり，協力工場同士の親睦や東洋工業との情報交換，

技術力の向上や合理化推進等を目的としていた．その後東友会は広島県初の最低賃金制度を導

入するといった先駆的な取り組みを進め，他方では資材共同購入，保険代理業務といった分野

にも進出した．東洋工業からの様々な育成計画は，東友会等を通じて具体化されていった．そ

れらの具体的な内容は，①経営分析指導，②経営者教育，③資金繰り管理の指導，④設備投資

の調整，⑤標準会計制度の導入促進，⑥原価管理指導，⑦価値分析（VA）指導，⑧ファミリ

アプランの推進 10，となっている 11．これらの項目からは，東洋工業が取引先の協力工場に対

し，QCD（品質・コスト・納期）を中心とした単なる生産補完機能の強化だけを期待したの

ではなく，長期的な技術力の向上，財務・会計知識の定着，そして経営者自身の成長といった

多方面での発展を促していたことが分かる．これはすなわち，東洋工業が長期的な視点に基づ

くパートナーとして東友会等の協力工場に対峙する意思表明であったと言えよう．これに応え

るように，東友会では加盟企業間での自主的な合理化策が推進された．それは例えば，「経理

業務その他の巡回指導や，管理監督者教育の実施，各種研修会への積極的な参加 12」といった

諸活動である．このことからも，東友会加盟企業は東洋工業からの一方的な育成指導に対して

受動的立場であったわけではなく，それに呼応するように自主的な取り組みをつうじて経営の
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合理化に努め，東洋工業との共存関係を強化していったことは明白である．

その後マツダは，1981年に全国規模の協力会組織として地域別に関東洋光会，関西洋光会，

西日本洋光会を設立するが，前述の東友会は1965年からは業種別部会編成に移行し，第 1部会

（機械・鋳造・鍛造），第 2部会（鈑金），第 3部会（設備・その他）まで規模を拡大しながら

存続している．なお，加盟企業の多くが西日本洋光会（2015年より全国組織に統合し「洋光会」）

にも名を連ねていた．かつては保有する経営資源の格差を背景にマツダから協力工場への育成

という側面が強かった関係性は，より対等なものに近づいてきている．現在，マツダの協力会

組織に対する主な取り組みは，QCD等ものづくりの各指標，経営状況，マツダサプライヤー

CSRガイドライン遵守状況等をサプライヤーごとに評価すること，事業継続計画（BCP）の

共有化，各種懇談会をつうじたコミュニケーションの機会提供，その他サプライヤー支援策 13

等である．これらは同社ウェブサイトで公開されており，オープン購買の姿勢とともに強調さ

れている．

ⅱ）三菱自動車協力会，ウイングバレイの形成過程

次に三菱自であるが，三菱自動車工業株式会社総務部社史編纂室が1993年に出版した『三菱

自動車工業株式会社史』をもとに整理しよう 14．三菱自は三菱重工業の一事業部門であったた

め，協力会組織の原型も三菱重工業時代（戦後の財閥解体を目的とした過度集中力排除法適用

を受け，1964年までは 3社に分割）に求められる．戦中期までわが国製造業を代表する存在で

あった三菱重工業では，事業所ごとに協力工場の指導や育成が積極的に行われてきた．それに

より，協力工場側も東京，名古屋，京都，水島の各地域で「柏会」を設立し，また川崎には三

菱ふそう協力会が設立された．1964年の 3社合併により三菱重工業が発足，その後1970年には

同社自動車事業部を経て三菱自動車工業が設立された．設立当初の購買業務は，一部の素材で

はまだ親会社である三菱重工業と未分離の分野が残されていたが，徐々に移管が進んだ．本研

究が関心を置く水島製作所の購買部門については，1987年に岡崎購買部から分離する形で設置

された．

同社の協力会組織の変遷は複雑なため，ここでは要点だけ列記しておこう．前述の東京，名

古屋，京都，水島の 4つの柏会と三菱ふそう協力会のうち，東京柏会を除く 4つの協力会組織

が1966年に連合会としての「三菱自動車協力会」を組織した．各々の柏会は機械，鈑金，鋳・

鍛造といった部会を擁していた．専門部品については，東京柏会を全国組織に改組する形で発

展的解消し，「三菱柏会」が発足した．そしてこれら 2つの協力会が，1970年の三菱自発足に

伴い統合されたことで，同年に「三菱自動車柏会」になったのである．同組織は三菱自が旧ダ

イムラー＝クライスラー傘下にあった時代にいったん解散したが，その後2005年に再結成し現

在の「三菱自動車協力会」が誕生した 15．全国組織のみならず，水島地区には地場企業を中心

とした独自の協力会も組織された．それが水島機械金属工業団地協同組合（現・協同組合ウイ

ングバレイ）である．1961年に水島柏会は別途設立されていたが，同年に実施された三菱自・
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水島製作所と協力企業への系列診断により地場企業の協同組合化が提言されたことで，1962年

には水島機械金属工業団地協同組合が26社で発足することになった 16．同協同組合は中小企業

近代化資金等助成法の適用を受けたことで工業団地を建設し，「中小企業の協同組合事業の成

功例として全国的にも脚光を浴びるようになった 17」のである．ウイングバレイのウェブサイ

トには，共同事業として金融事業，教育事業，環境事業，エネルギー事業の 4つが紹介されて

おり，工業団地という地理的近接性を活かしながら協力する体制が取られていることが分かる．

三菱自の各協力会組織に対する関与のあり方については，社史にはあまり言及されていない．

そこで同社のアニュアル・レポートを見ると，協力会の部会単位での研究活動，工場見学，三

菱自との意見交換会が，また三菱自からは取引先の QCD向上を目的とした活動実績に対する

表彰制度が紹介されている．あくまでこれらの客観的事実だけからの推測になるが，現在の三

菱自と協力会組織との関係性は情報交換や親睦といった側面が強く，過去のような指導・育成

の側面はほとんど見られないようである．

3．マツダ，三菱自両社の協力会組織構造分析

（ 1 ）協力会組織の編成

本節では，具体的にマツダ，三菱自両社の協力会組織の構造的側面に焦点を当てて分析を進

める．以下の分析では，アイアールシー編［2014］,『三菱自動車グループの実態2014年版』

及びアイアールシー編［2015］,『マツダグループの実態2015年版：日本事業とグローバル戦略』

を援用する．図 1は，両社の機能部品及び加工部品調達先で構成される複数の協力会組織の繋

がりを示したものである．

マツダには全国組織としての洋光会（171社），もっぱら広島県を中心とした地場企業で構成

される東友会（第 1部会：26社，第 2部会：14社，第 3部会：23社）とマツダ関連会社で構成

洋光会
171社

(14社)

(9社)

(12社)

翔洋会

18社

(16社)

東友会 第2部会
14社

東友会 第3部会
23社

(2社)

(2社)

(3社)

部品部会

12 9社

加工部品部会

3 7社

東友会 第1部会
26社

協同組合
ｳｲﾝｸﾞ ﾊ゙ ﾚｲ

12社

(3社)

(7社)

三菱自動車協力会

図 1 ．マツダ，三菱自協力会組織の構造
注）かっこ内数値は重複加盟の企業数を表す．
出所）アイアールシー編［2014，2015］をもとに筆者作成
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される翔洋会 18（1993年設立，18社）がある．これら 3つの協力会には重複加盟企業があり，

そのパターンは 2組織加盟と 3組織加盟とに分かれる．全国組織である洋光会には，後で述べ

るように素材では新日鐵住金やブリヂストン，電機ではパナソニックといった他産業を代表す

る企業やトヨタ系，日産系サプライヤー，そして外資系企業も多数加盟しており，特定の完成

車メーカー系列企業とは言いがたい事例が数多く含まれる．この点は大手完成車メーカーであ

るトヨタの協豊会，日産の日翔会でも同様である．前節の先行研究のレビューでも議論したが，

今やどの完成車メーカーにおいても，全国組織の協力会に加盟企業の排他的専属性を無条件に

見いだすことはできないのである．したがっていわゆるマツダ系列というカテゴリを規定する

には，より地域性が強い，あるいは資本関係を有する法的結びつきが強い範囲から見ていく必

要がある．それが東友会，翔洋会の加盟企業群である．全国組織である洋光会に加盟しながら

地域性の強い東友会にも所属し，なおかつマツダの関連会社である翔洋会にも名を連ねる，す

なわち 3組織加盟型の企業は全部で 7社ある．それを東友会基準で見ると，東友会第 1部会か

らはヨシワ工業，広島アルミニウム工業，第 2部会からはキーレックス，ヒロテック，そして

第 3部会からはダイキョーニシカワ，南条装備工業，日本クライメイトシステムズとなる． 7

社の本社所在地は全て広島県である．このあたりが名実ともにマツダ系列の主要企業というこ

とになるだろう．

次に三菱自の協力会である．全国組織である三菱自動車協力会のうち部品取引に特化すると，

部品部会（129社）と加工部品部会（37社）とがある．部会間での重複はないため総数は166社

となり，加盟企業数で見た規模ではマツダの洋光会と同等である．そしてマツダの洋光会同様

に，三菱自動車協力会にも加盟企業の排他的専属性を見いだすことはできない．他方，同社の

岡山県にある水島製作所には，専属の協力会組織である協同組合ウイングバレイ（12社）があ

る．ウイングバレイの加盟企業は，2003年加入と加盟歴が浅い享栄エンジニアリングと物流系

企業の丸文を除く10社が全国組織と重複加盟している．三菱自系列，とりわけ水島製作所系列

と呼べるのは，これら重複加盟の10社と，アイアールシー［2014］で三菱自グループとして記

載されている，全国組織の加工部品部会に所属する水菱プラスチック，平安製作所，水島工業

の 3社程度となるだろう 19．以上の該当企業の本社所在地を見ると，ウイングバレイ加盟企業

のうち 9社が岡山県， 1社が広島県である．他方の加工部品部会 3社は，平安製作所のみ滋賀

県であり，残り 2社は岡山県である．

以上のように，マツダ，三菱自ともに150社超の加盟企業を擁する全国規模の協力会を組織

してはいるものの，両社が統御・調整することが可能である実質的な系列と呼べる企業数は限

定的であることが分かる．しかもこれら系列企業の大半が，トヨタ系，日産系の主要企業と比

較して著しく企業規模が小さいのである．この点を次項で詳しく見ていこう．
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（ 2 ）協力会組織加盟企業の規模と分布状況

ここではマツダと三菱自の協力会組織に加盟している企業の実態として，企業規模とその分

布を分析する．表 1は，両社の全国組織に加盟する企業群の資本金と従業員数を整理したもの

であり，図 2は表 1をもとに描いたヒストグラムである．平均値だけ見ると，洋光会の場合で

資本金約164億円，従業員数約2,564名であり，他方の三菱自の協力会の場合で資本金約192億

円，従業員数約2,647名となっており，これだけを見ると平均像は大企業のように映る．しか

しながら，表 1の中央値や四分位で見た数値の推移，そして図 2のヒストグラムからも明らか

なように，実態としては規模の小さい企業が圧倒的に多い．

両社協力会組織の平均像は，一部の超大企業の数値によって引き上げられているに過ぎない．

例えば資本金基準で1,000億円超の企業を抽出してみると，洋光会では新日鐵住金（4,195億円），

パナソニック（2,587億円），デンソー（1,874億円），三菱電機（1,758億円），ブリヂストン（1,263

億円），日本板硝子（1,164億円）であり，三菱自動車協力会では東芝（4,399億円），三菱重工

業（2,656億円），パナソニック（2,587億円），住友商事（2,192億円），デンソー（1,874億円），

三菱電機（1,758億円），ブリヂストン（1,263億円），三菱マテリアル（1,194億円）が該当する．

そしてこれら超大企業の本社所在地は，関東，中部，関西に集約される．企業規模上のもう 1

つの特徴は，完成車メーカーの一次取引先としては小さい企業の比率が高いことである．マツ

ダ，三菱自双方の資本金，従業員数における四分位の小さい方から25%地点を見ると，資本

金で 1億円以下，従業員数で300名以下であり，少なくとも 4分の 1強が中小企業の範疇に過

表 1 ．マツダ，三菱自の協力会組織（全国組織）加盟企業の資本金・従業員数の特徴

洋光会 三菱自動車協力会（部品部会・加工部品部会）

資本金 資本金
度数

平均値
中央値
標準偏差
パーセンタイル

有効数
欠損値

25
50
75

171
 0

164.062
20.000
455.0604
1.000
20.000
120.164

度数

平均値
中央値
標準偏差
パーセンタイル

有効数
欠損値

25
50
75

166
 0

192.074
20.711
532.6380
1.000
20.711
129.743

従業員数 従業員数
度数

平均値
中央値
標準偏差
パーセンタイル

有効数
欠損値

25
50
75

169
 2

2564.15
844.00
6360.082
274.00
844.00
2206.50

度数

平均値
中央値
標準偏差
パーセンタイル

有効数
欠損値

25
50
75

166
 0

2647.19
697.00
6873.481
272.50
697.00
1913.25

注）従業員数は単独ベース．
出所）アイアールシー編［2014，2015］及び各協力会組織公表資料をもとに筆者作成
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ぎない企業規模だということが分かる．また前掲の図表には示していないものの，加盟企業の

本社所在地の分布を見ると，中国地方の広島県ないし岡山県に立地するのはマツダの洋光会

171社のうち57社（33.3%），三菱自自動車協力会166社では部品部会129社のうち12社（9.3%），

加工部品部会37社のうち17社（45.9%）に過ぎない．なおかつ，これら地場の企業は相対的に

企業規模が小さい．

以上の点から，マツダ，三菱自の協力会のうち全国組織については次のような特徴を挙げる

ことができる．第 1に，加盟企業の規模は相対的に小さいが，一部の超大企業によって見た目

の平均像だけは大きい．第 2に，相対的に規模の大きい加盟企業は中国地方ではなく，関東，

中部，関西に集中している．第 3に，全国組織に占める地元・中国地方に本社が立地する加盟

企業の比率が低い．以上の点から見えてくる事実は，マツダと三菱自（とりわけ水島製作所）は，

技術的あるいは資本的制約条件の大きい重要部品を域外の企業から調達し，中国地方の相対的

に小規模な地場企業からは付加価値の低い部品を調達するという構図である 20．両社の全国組

織は主要な直接取引先で組織されているに過ぎず，決して系列と呼べるような統御・調整の対

図 2 ．マツダ，三菱自の協力会組織（全国組織）加盟企業の資本金・従業員数別ヒストグラム
出所）表 1に同じ．
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度
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象企業ばかりによる集合体ではないのである．

そこで次に，協力会組織全体が両社の統御・調整の範疇におおよそ収まる別の協力会組織の

規模を見てみよう．表 2は，マツダの東友会と翔洋会，そして三菱自・水島製作所の協同組合

ウイングバレイの企業規模を整理したものである．東友会第 2部会，第 3部会並びにそれらの

重複を含む翔洋会には企業規模の比較的大きい企業が複数含まれるため，ばらつきが大きく平

均値が大きめに出ているものの，前述の全国組織と較べてもその平均像は随分と小さい． 3つ

の協力会組織に重複加盟している前項で挙げたマツダ系主要企業 7社であっても，最大企業が

ダイキョーニシカワ（資本金43.9億円，従業員数2,344名）に過ぎず，資本金基準の次点では

日本クライメイトシステムズ（資本金30億円，従業員数461名），従業員数基準では順に，広島

アルミニウム工業（資本金3.5億円，従業員数2,244名），ヨシワ工業（資本金4.9億円，従業員

数1,580名），ヒロテック（資本金2.8億円，従業員数1,350名）となっており，とりわけ従業員

数基準で見た 3社は従業員数の割には資本金が少なく，これらはいずれも労働集約的業態であ

ることが窺えるのである．

他方の三菱自・水島製作所系列であるウイングバレイには極端に大きい企業が存在せず，概

ね平均値相当の企業が大勢を占める．ここでの分析対象外ではあるが，全国組織の加工部品部

会に属し三菱自動車グループに類型化されている前述の水菱プラスチック，平安製作所，水島

工業もまた，企業規模としては同等水準である．表 2で挙げたマツダ系列の東友会，翔洋会加

盟企業の過半が，そして三菱自・水島製作所系列のウイングバレイ加盟企業は12社中10社が

各々の全国組織にも重複加盟していることから，両社の全国組織のうち，相対的に付加価値の

低い部品を供給する中国地方の小規模な地場企業とは，これらを中心に構成されているという

ことである．

表 2 ．東友会，翔洋会，ウイングバレイ加盟企業の資本金・従業員数の特徴

マツダ 
系列

東友会
翔洋会　n=18

第 1 部会　n=26 第 2 部会　n=14 第 3 部会　n=23
資本金 従業員数 資本金 従業員数 資本金 従業員数 資本金 従業員数

平均値 0.8 301.8  4.8 404.3 11.4 430.4  8.5 871.1
中央値 0.4 155.0  0.5 197.0  0.5 204.0  3.7 627.0
標準偏差 1.2 510.2 13.8 417.9 26.2 547.2 12.1 709.3

三菱自 
系列

ウィングバレイ　n=12
資本金 従業員数

平均値 0.8 407.4
中央値 0.8 377.0
標準偏差 0.5 261.5
出所）表 1に同じ．
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（ ₃ ）マツダ系列と三菱自系列の調達先共有状況

本節の最後に，マツダと三菱自の調達先共有状況を分析する．中国地方に立地する両完成車

メーカーの調達先，とりわけ地場企業の生産補完機能がどの程度共有されているのかを把握す

るのが目的である．図 3は，その結果をまとめたものである．

マツダの協力会組織である洋光会，東友会，翔洋会の重複加盟を除外した企業総数は201社，

他方の三菱自の協力会組織である三菱自動車協力会並びに協同組合ウイングバレイのそれは

168社である．そのうち，マツダと三菱自双方の協力会に重複加盟するのは73社であった．両

社の総数に占める比率は，マツダ系で36.3%，三菱自系で43.5%であった．しかしながら両社

が実質的に統御・調整可能ないわゆる系列企業に限定すると，東友会第 3部会の 3社（東京濾

器，西川ゴム工業，ユーシン），ウイングバレイの 1社（三恵工業）の計 4社に過ぎない（こ

れら 4社は洋光会と三菱自動車協力会の双方に加盟）．また前述の73社のうち，中国地方の広

島県，岡山県が本社所在地の企業は僅か 9社である．このことから，マツダと三菱自・水島製

作所では，少なくとも一次の調達先としては地場企業をほとんど共有していないということが

明らかになった．このことから断定できるのは，マツダ，三菱自の中国地方の調達先企業の多

くは，完成車メーカーの主力工場が広島県と岡山県とで隣接しているにも拘わらず，相互に排

他的取引に終始しており，企業規模拡大の機会を十分に活かしていないということである．

そしてもう 1つ見えてくるのは，マツダと三菱自の双方が共有する主な調達先とは，トヨタ

系企業 9社を筆頭とする他完成車メーカー系列の主要企業（日産系カルソニックカンセイ，ホ

ンダ系ショーワ），独立系大手自動車部品企業（矢崎総業，住友電気工業，ブリヂストン，日

本精工，NTN等），同じく独立系総合電機系企業（パナソニック，日立オートモティブシス

テムズ，クラリオン），そしてグローバル規模で展開する欧米の外資系企業（ボッシュ，コン

チネンタル・オートモーティブ，ヴァレオジャパン，オートリブ，ビステオン・ジャパン，

TRWオートモーティブジャパン等）であり，いずれも高付加価値型の部品供給をこれらの企

図 ₃ ．マツダと三菱自の調達先共有状況
出所）表 1に同じ．
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東友会
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部品部会
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ウイングバレイ

計1₆₈社

（73社）

うち
東友会第 ₃ 部会 ₃ 社
ウイングバレイ 1 社
※岡山，広島立地 ₉ 社
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業に委ねているということである．つまり，マツダと三菱自は（完成車という）最終製品の差

別化に決定的インパクトを与えうるような高付加価値型の部品を供給できる企業を系列内（そ

して中国地方の域内）に持たないということである．

4．ディスカッション

前節までの議論をもとにマツダと三菱自の協力会組織を評価するならば，その最大の特徴と

は，両社がその生産管理機能をつうじて一定の統御・調整を与えうる範疇としての系列企業の

基盤は一様に脆弱だという点に集約することができる．それは地場企業の規模並びにその従属

変数としての技術開発力と資本力（それが体現する系列企業が担う部品領域）からも明らかで

ある．そしてこのことは同時に，中国地方には全国規模，ひいてはグローバル規模での競争に

資するような水準のサプライヤーが事実上存在しないことを意味する．海外と較べて相対的に

外注比率の高いわが国自動車産業の場合，傘下に有力サプライヤーを持たないことは決して望

ましい状況ではない．現在でもマツダ，三菱自両社は，他系列企業，独立系企業，外資系企業

とも積極的に取引することで傘下系列企業の競争劣位を補填してはいるものの，これら直接的

コントロール下にない企業は，マツダと三菱自といった中堅完成車メーカーへの取引特殊的投

資のインセンティブを持たない．このことはつまり，浅沼［1997］が言う関係的技能の形成に

繋がらないということでもある 21．

以上の問題点から今後のマツダ，三菱自の協力会組織運営に示唆されることは，大まかに

言って次の 3点である．第 1に，今後のパートナーシップのあり方である．より具体的に言う

ならば，どのサプライヤーをメインのサプライヤーとして認識するかである．あくまで自社系

列のサプライヤーを育成していくのか，あるいは現状を踏襲する形で他系列企業や独立系企業，

あるいは外資系企業への依存を強めるかである．第 2に，現存する専属性の高い協力会組織

（マツダならば東友会と翔洋会，三菱自・水島製作所ならば協同組合ウイングバレイ），すなわ

ち系列企業をどのようにして存立させるかである．第 1の課題に対する方向性如何によっては，

これら協力会組織の存立条件は大きく変化することになるだろう．万一これら地場企業の組織

を存立させない方針を採った場合，それは地域経済に対して甚大な負の影響をもたらすことに

なる．そして第 3に，近年の自動車産業を取り巻くイノベーション上のイシューとして必要不

可欠となる，EVや PHEVといった電動化車両，そして自動運転に代表される ADAS（先進

運転支援システム）といった先進的な技術開発にはどのように対処していくかである．前述の

とおり，マツダと三菱自ともに専属性の高い系列企業は相対的に技術水準が低く，扱う品目も

付加価値の面で見劣りすることが否めないというのが現状である 22．したがって特定の領域で

は引き続き系列外の企業を重用せざるをえなくなると想定されるのであるが，このことが専属

性の高い協力会組織のあり方を必然的に規定していくことになる．以上 3つのインプリケー
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ションは極めて密接な相互依存の関係にあり，実質的には同じことが論点であると言い換えて

もいいだろう．

5．おわりに

本稿の目的は，中国地方に立地する中堅完成車メーカーのマツダと三菱自・水島製作所が組

織する協力会の構造を分析し，その特徴を明らかにすることであった．分析の結果明らかに

なったのは以下の諸点である．第 1に，両社の全国規模の協力会組織は主要な直接取引先で組

織されているに過ぎず，決して系列と呼べるような統御・調整の対象企業ばかりによる集合体

ではないことである．第 2に，協力会組織内部において両社の統御・調整が及びうる系列企業

の実態は，相対的に企業規模が小さい地場企業に限定されることである．言い換えると，マツ

ダと三菱自は，最終製品の差別化に決定的インパクトを与えうるような高付加価値型の部品を

供給できる企業を系列内（そして中国地方の域内）に持たないということである．そして第 3

に，両社の中国地方の調達先企業の多くは，完成車メーカーの主力工場が広島県と岡山県とで

隣接しているにも拘わらず，少なくとも直接取引の観点では相互に排他的な取引に終始してお

り，企業規模拡大の機会を十分に活かしていないことである．この点は，中国地方の今後の地

域経済を考える上で大きな課題として認識しておくべきであろう．

今後深めていくべき点の最たるものは，中堅完成車メーカー固有の部品調達網の長所と短所，

機能面からのメカニズムの解明である．本研究の分析で明らかになったように，マツダと三菱

自の実質的な系列の範疇は極めて限定的であり，そのため両社は重要な部品の調達においては，

系列外，そして中国地方以外に大きく依存してきた．大手完成車メーカーとは異なる協力会組

織のあり方だったにも拘わらず，両社は今日まで存続してくることができた．未だ両社ともに

リーマンショック以前の水準には達していないものの，東日本大震災後の売上高は右肩上がり

に順調に回復してきており，2015年 3 月期にはマツダが連結売上高約 3兆円，三菱自が約2.2

兆円まで回復した．そういった量的規模の面のみならず，近年マツダはスカイアクティブ技術

の実用化の面で，他方の三菱自は量産 EVの上市の面で大手完成車メーカーとの差別化にも成

功している．この要因解明には両社系列企業へヒアリングを行う等の個別調査が必要である．

また，マツダと三菱自のように傘下に競争力の高い系列企業を事実上持たない調達構造がわ

が国以外の自動車産業と比較した場合どのような異同を見せるかという点も今後の課題として

挙げる必要がある．かつて Clark and Fujimoto［1991］も指摘したように，わが国自動車産

業は欧米と較べて取引階層が垂直方向に長い特徴があり，それは承認図方式という取引特殊的

投資を促進するアプローチが企業間取引において多用されていることで説明されてきた．そう

いった関係性の中に系列企業が位置づけられるわけであるが，欧米の自動車産業ではわが国の

ように，資本関係に依拠せずとも企業間取引があたかも内部組織のように機能する態様はほと
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んど見られなかった．とりわけ欧州では，完成車メーカーは系列を組織せずに有力な独立系サ

プライヤーとの市場取引をつうじて競争力のある部品を調達してきた．それでもユニークかつ

商品力のある製品を展開し続けることができたのである．したがってそういう点に着目すると，

本研究が取り上げたマツダや三菱自のような中堅完成車メーカーは，わが国の基準では相対的

劣位に映るかもしれないが，世界に視点を移せばむしろこちらの方がスタンダードだったとも

解釈できるのである．しかしながらその細部に至るまでの諸特徴や，市場取引を前提とする調

達構造が形成されてきた過程については，さらなる国際比較分析が必要である．以上の点が，

本研究に残された課題である．

本研究は，平成26年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金（若手研究（B）），研

究課題「次世代自動車の開発・生産におけるオープン・イノベーションと脱コモディティ化の

両立」（研究代表者：佐伯靖雄）による助成を受けた研究の一部である．
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Analysis of the Supplier Associations of Medium-Sized Auto Makers: 

Case Study of Mazda and Mitsubishi Motors
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ABSTRACT

This paper investigates the characteristics of the Kyoryoku-kai organizations of 

Mazda and of Mitsubishi Motors, and reaches three conclusions. First, all members of both 

Kyoryoku-kai are Tier 1 suppliers, meaning that they deal with the automakers directly, 

and often from a position of potential strength. The automakers are hardly able to dictate 

terms to any of them. Second, the members of the Kyoryu-kai themselves are 

comparatively small and fragile firms, which do not have a significant economic footprint 

in the Chugoku District. In other words, in the Chugoku District, neither Mazda nor 

Mitsubishi possess, within their Kyoryoku-kai, highly efficient suppliers, capable of 

supplying specialty auto parts that could contribute significantly to the differentiation of 

their final products. Third, in spite of the main plants of Mazda and Mitsubishi both being 

nearby, almost no suppliers in the Chugoku District exploit the opportunity to secure more 

favorable terms by pitting one automaker against the other. We have to recognize the 

economic fragility of the Kyoryoku-kai as one of the biggest obstacles to regional 

development of the Chugoku District.
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